
第7期新潟市障がい福祉計画・第3期新潟市障がい児福祉計画　サービス見込み量に対する実績について

第6期

5年度 6年度 7年度 8年度
7年度達成率
（実績(b)/計画

(a)）

達成状況に応じて
1～５の数字を入

力
達成状況 評価と課題

計画(a) 24,768 25,053 25,029 25,000

実績(b) 23,445 23,149 24,224 96.8%

計画(a) 1,032 1,031 1,030 1,029

実績(b) 1,020 979 1,007 97.8%

計画(a) 17,940 19,526 19,959 20,393

実績(b) 17,954 21,410 24,204 121.3%

計画(a) 38 45 46 47

実績(b) 43 45 52 113.0%

計画(a) 3,841 3,783 3,801 3,801

実績(b) 4,017 3,351 3,642 95.8%

計画(a) 199 209 210 210

実績(b) 205 212 224 106.7%

計画(a) 566 451 441 431

実績(b) 399 291 449 101.8%

計画(a) 48 43 42 41

実績(b) 33 37 40 95.2%

計画(a) 372 372 372 372

実績(b) 0 0 0 0.0%

計画(a) 1 1 1 1

実績(b) 0 0 0 0.0%

計画(a) 32,340 31,180 31,540 31,900

実績(b) 29,398 30,087 30,596 97.0%

計画(a) 1,617 1,559 1,577 1,595

実績(b) 1,537 1,553 1,550 98.3%

計画(a) 448 454 459

実績(b) 517 469 103.3%

計画(a) 196 300 300 300

実績(b) 235 273 264 88.0%

計画(a) 11 19 19 19

実績(b) 14 13 15 78.9%

計画(a) 1,470 1,470 1,470 1,470

実績(b) 1,447 1,537 1,660 112.9%

計画(a) 82 82 82 82

実績(b) 75 87 83 101.2%

計画(a) ― 35 70

実績(b) 1 2.9%

第7期

サービス種別 単位

指
定
障
が
い
福
祉
サ
ー

ビ
ス

訪
問
系
サ
ー

ビ
ス

居宅介護

時間分
(月)

自立訓練（機能訓練）

人日分
(月)

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

指定事業所におけるヘルパー人材の確保や利用者のニーズに応じた指定事業所
の確保が課題である。

人分
(月)

重度訪問介護

時間分
(月)

5

達成できた(100％以上) 指定事業所におけるヘルパー人材の確保や利用者のニーズ（強度行動障がいへ
の対応も含め）に応じた指定事業所の確保が課題である。

人分
(月)

同行援護

時間分
(月)

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

指定事業所におけるヘルパー人材の確保や利用者のニーズに応じた指定事業所
の確保が課題である。

人分
(月)

行動援護

時間分
(月)

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

指定事業所が少ないため、利用者のニーズに応じた指定事業所の確保が課題で
ある。

人分
(月)

重度障がい者等包括支援

時間分
(月)

1

その他 指定事業所がないため、利用者のニーズに応じて複数のサービスを組み合わせ
て対応している。

人分
(月)

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス

生活介護

人日分
(月)

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

利用者のニーズに応じた指定事業所、特に医療的ケア、入浴サービス及び強度
行動障がい者への支援の体制確保及び、増加する特別支援学校卒業生の受け入
れが可能な指定事業所の確保が課題である。

人分
(月)

うち、強度行動障がい者 人分
(月)

3

計画した見込み量に対して、
やや達成できなかった(60％
以上～80％未満)

事業所の数が限られるため、利用者のニーズに応じた事業所の確保が課題。

人分
(月)

自立訓練（生活訓練）

人日分
(月)

5

達成できた(100％以上)

人分
(月)

就労選択支援 人日分
(月)

2
計画した見込み量に対し
て、達成できなかった
(60％未満)

事業所の数が限られるため、利用者のニーズに応じた事業所の確保が課題。

事業所の数が限られるため、利用者のニーズに応じた事業所の確保が課題。

資料３
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第7期新潟市障がい福祉計画・第3期新潟市障がい児福祉計画　サービス見込み量に対する実績について

第6期

5年度 6年度 7年度 8年度
7年度達成率
（実績(b)/計画

(a)）

達成状況に応じて
1～５の数字を入

力
達成状況 評価と課題

第7期

サービス種別 単位

資料３

計画(a) 8,360 5,107 5,184 5,261

実績(b) 4,965 4,761 5,109 98.6%

計画(a) 380 266 270 274

実績(b) 274 263 273 101.1%

計画(a) 6,952 11,436 12,850 14,432

実績(b) 8,997 7,462 7,384 57.5%

計画(a) 316 542 609 684

実績(b) 447 367 366 60.1%

計画(a) 44,616 45,809 47,823 49,913

実績(b) 40,071 43,182 47,611 99.6%

計画(a) 2,028 2,411 2,517 2,627

実績(b) 2,276 2,478 2,675 106.3%

計画(a) 107 135 148 162

実績(b) 130 162 168 113.5%

計画(a) 117 118 118 118

実績(b) 115 113 113 95.8%

計画(a) 2,736 3,108 3,204 3,306

実績(b) 2,835 3,081 2,959 92.4%

計画(a) 480 518 534 551

実績(b) 519 522 541 101.3%

計画(a) 44 45 47

実績(b) 38 42 93.3%

計画(a) 3 3 3 3

実績(b) 2 1 0 0.0%

計画(a) 641 934 1,021 1,108

実績(b) 874 912 984 96.4%

計画(a) 64 70 76

実績(b) 81 79 112.9%

計画(a) 639 639 639 639

実績(b) 601 592 611 95.6%

計画(a) 14 23 24 25

実績(b) 18 27 30 125.0%

計画(a) 1 1 1

実績(b) 1 1 100.0%

計画(a) 10 10 10 10

実績(b) 10 10 16 160.0%

指
定
障
が
い
福
祉
サ
ー

ビ
ス

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス

就労移行支援

人日分
(月)

就労継続支援A型

人日分
(月)

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

人分
(月)

2

計画した見込み量に対して、
達成できなかった(60％未満)

人分
(月)

就労継続支援B型

人日分
(月)

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

人分
(月)

就労定着支援 人分
(月)

5
達成できた(100％以上)

療養介護 人分
(月)

4
計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

指定事業所が少ないため、利用者のニーズに応じた指定事業所の確保が課題で
あるが、実施機関が医療機関であり、事業所が増えにくいという構造がある。

短期入所
（福祉型・医療型）

人日分
(月)

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

緊急の利用が限られていたり、必ずしも利用者の希望に沿った利用はできてい
ないものの、事業所の新規指定の増加などにより、在宅生活の充実は図られて
きている。

人分
(月)

うち、強度行動障がい者 人分
(月)

居
住
系
サ
ー

ビ
ス

自立生活援助 人分
(月)

2
計画した見込み量に対して、
達成できなかった(60％未満)

事業所の数が限られるため、利用者のニーズに応じた事業所の確保が課題。

共同生活援助
（グループホーム）

人分
(月)

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

比較的軽度の障がい者を受け入れる事業所は増加しているものの、重度の障が
い者を受け入れる事業所の確保が課題となっている。

うち、強度行動障がい者 人分
(月)

施設入所支援 人分
(月)

4
計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

地域生活支援拠点等

箇所

5

達成できた(100％以上)

コーディネー
ターの配置人数

検証及び検討の
実施回数
（年）

利用者数は増加傾向に転じた。利用者のニーズに応じた指定事業所の確保が必
要である。

令和6年度報酬改定の影響により事業所数が減少し、利用者数も減少した。既
存の事業所についても生産活動の採算性が低く、経営改善計画の対象となって
いる指定事業所があることから、運営の適正化が必要である。

利用者数と事業所数はともに増加傾向が続いている。利用者のニーズに応じた
指定事業所の確保が必要である。

利用者数は増加傾向が続いている。利用者のニーズに応じた指定事業所の確保
が必要である。

待機者の定期的な現状確認を行うとともに、地域生活の継続において必要とな
るサービスの利用促進を図る必要がある。

地域生活支援拠点等事業の認知度の向上に向けて各区自立支援協議会での周知
や協議を行った。また、拠点事業連絡会議を開催し、事業所間の一層の連携強
化を図った。国が示す機能を全市的に展開している状況となっているが、引き
続き、各地域の課題に応じ、必要な機能の充実に向けた協議を継続していく必
要がある。
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第7期新潟市障がい福祉計画・第3期新潟市障がい児福祉計画　サービス見込み量に対する実績について

第6期

5年度 6年度 7年度 8年度
7年度達成率
（実績(b)/計画

(a)）

達成状況に応じて
1～５の数字を入

力
達成状況 評価と課題

第7期

サービス種別 単位

資料３

計画(a) 2,060 1,892 2,025 2,167

実績(b) 1,639 1,959 1,938 95.7%

計画(a) 1 1 1 1

実績(b) 3 1 1 100.0%

計画(a) 7 7 7 7

実績(b) 4 7 8 114.3%

計画(a) 5,528 6,544 7,104 7,664

実績(b) 6,084 7,203 8,253 116.2%

計画(a) 691 818 888 958

実績(b) 793 933 1,079 121.5%

計画(a) 2 2 2 2

実績(b) 2 2 2 100.0%

計画(a) 15,977 24,921 28,301 32,149

実績(b) 19,809 21,513 24,833 87.7%

計画(a) 1,229 1,917 2,177 2,473

実績(b) 1,608 1,753 1,996 91.7%

計画(a) 45 80 87 95

実績(b) 75 67 60 69.0%

計画(a) 30 53 58 63

実績(b) 36 40 33 56.9%

計画(a) ― 41 41 41

実績(b) 38 46 68 165.9%

計画(a) ― 6 6 6

実績(b) 6 7 11 183.3%

計画(a) 26 28 28 28

実績(b) 26 24 34 121.4%

計画(a) 11 8 8 8

実績(b) 8 9 10 125.0%

計画(a) 785 898 1,031 1,183

実績(b) 831 955 999 96.9%

計画(a) 4 4 4 4

実績(b) 4 4 4 100.0%

相
談
支
援

計画相談支援 人分
(月)

4
計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

地域移行支援 人分
(月)

5
達成できた(100％以上)

地域定着支援 人分
(月)

5
達成できた(100％以上)

障
が
い
の
あ
る
子
ど
も
の
支
援

（

児
童
福
祉
法
）

児童発達支援

人日分
(月)

5

達成できた(100％以上)

人分
(月)

児童発達支援センター 箇所 5
達成できた(100％以上)

放課後等デイサービス

人日分
(月)

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

人分
(月)

保育所等訪問支援

人日分
(月)

2

計画した見込み量に対して、
達成できなかった(60％未満)

人分
(月)

居宅訪問型児童発達支援

人日分
(月)

5

達成できた(100％以上)

人分
(月)

障がい児入所施設（福祉型） 人分
(月)

5
達成できた(100％以上)

障がい児入所施設（医療型） 人分
(月)

5
達成できた(100％以上)

障がい児相談支援 人分
(月)

4
計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

障がい児通所支援利用者の増加に伴い、利用計画の作成を担う相談支援専門員
の確保が課題である。

医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整するコー
ディネーターの配置人数

人 5
達成できた(100％以上)

障がい福祉サービス利用者の増加に伴い、サービス等利用計画の作成を担う相
談支援専門員の確保が課題である。

地域移行支援のシステム構築と、それを担う事業所の確保が課題である。

地域定着支援のシステム構築と、それを担う事業所の確保が課題である。

事業所数の増加に伴い、利用者数、サービス量とも増加傾向にある。今後は
サービスの質の確保も課題となる。

新潟県はまぐみ小児療育センターと新潟市立児童発達支援センター「こころ
ん」においてサービス提供を行っている。事業所が限られるため、利用者の
ニーズに応じた対応が課題となる。

事業所数の増加に伴い、利用者数、サービス量とも増加傾向にある。今後は
サービスの質の確保も課題となる。

R1年度に2事業所の指定を行い、サービスの提供が開始された。事業所の数が
限られるため、利用者のニーズに応じた事業所の確保が課題となる。

Ｒ4年度に他市の事業所の利用を開始した利用者がおり、当市においてもR4年
度に1事業所の指定を行い、サービスの提供が開始された。事業所の数が限ら
れるため、利用者のニーズに応じた事業所の確保が課題となる。

R7年度より市内に施設が新規開設されたことに伴い、入所者数が増加した。
（措置入所含む）

概ね見込どおりの推移となった。（措置入所含む）

基幹相談支援センターに医療的ケア児等コーディネーターの資格を有する相談
員を配置している。
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第7期新潟市障がい福祉計画・第3期新潟市障がい児福祉計画　サービス見込み量に対する実績について

第6期

5年度 6年度 7年度 8年度
7年度達成率
（実績(b)/計画

(a)）

達成状況に応じて
1～５の数字を入

力
達成状況 評価と課題

第7期

サービス種別 単位

資料３

計画(a) 2 2 2 2

実績(b) 2 0 2 100.0%

計画(a) 1 1 1 1

実績(b) 1 1 1 100.0%

計画(a) 1,300 1,000 1,000 1,000

実績(b) 876 886 826 82.6%

計画(a) 5 5 5

実績(b) 0 0 0.0%

計画(a) 30 30 30

実績(b) 51 34 113.3%

計画(a) 80 80 80

実績(b) 29 51 63.8%

計画(a) 6 6 6

実績(b) 7 5 83.3%

計画(a) 17 17 17

実績(b) 20 19 111.8%

計画(a) 2 2 2 2

実績(b) 2 2 2 100.0%

計画(a) 16 16 16 16

実績(b) 16 17 16 100.0%

計画(a) 2 2 2 2

実績(b) 2 2 2 100.0%

計画(a) 1 1 1 1

実績(b) 3 0 0 0.0%

計画(a) 4 5 5 5

実績(b) 4 5 5 100.0%

計画(a) 181 311 340 369

実績(b) 302 321 353 103.8%

計画(a) 2 3 3 3

実績(b) 2 1 0 0.0%

計画(a) 42 42 42

実績(b) 53 53 126.2%

発
達
障
が
い
の
あ
る
人
等
に
対
す
る
支
援

発達障がい者支援地域協議会 回
(年)

5

達成できた(100％以上)

発達障がい者支援センター

箇所

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

人分
(年)

発達障がい者支援センター及び発達障がい者地域支
援マネージャーの関係機関への助言

件
(年)

2
計画した見込み量に対して、
達成できなかった(60％未満)

受講者数
（保護者）

人
(年)

3

計画した見込み量に対して、
やや達成できなかった(60％
以上～80％未満)

発達障がい者支援センター及び発達障がい者地域支
援マネージャーの外部機関や地域住民への研修、啓
発

件
(年)

5
達成できた(100％以上)

実施者数
（支援者）

人
(年)

ペアレントメンターの人数
人
(年)

5
達成できた(100％以上)

ペアレントトレーニングやペアレントプ
ログラム等の支援プログラム等

精
神
障
が
い
に
も
対
応
し
た
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築

保健、医療及び福祉関係者による協議の場
回
(年)

精神障がい者の共同生活援助
人
(年)

5

達成できた(100％以上)

保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係
者の参加

人
(年)

5
達成できた(100％以上)

保健、医療及び福祉関係者による協議の場における
目標設定及び評価

回
(年)

5
達成できた(100％以上)

精神障がい者の地域移行支援
人
(年)

1
その他

精神障がい者の地域定着支援
人
(年)

5
達成できた(100％以上)

5
達成できた(100％以上) 指定事業所数全体の増加に伴い、精神障がい者の支援の充実を図ることができ

ている。障がい特性に応じた適切な支援の実施が課題。

精神障がい者の自立生活援助
人
(年)

1
その他 事業所の数が限られるため、利用者のニーズに応じた事業所の確保が課題。

精神障がい者の自立訓練（生活訓練）
人
(年)

5
達成できた(100％以上) 利用者のニーズに応じた事業所の確保が図られている。

計画どおりに関係機関連絡会議（第1回R7.9.1、第2回R7.11.26）を開催するこ
とができ、過年度からの課題整理及び令和8年度以降の目標設定・運営体制整
理を行った。多様化・複雑化する課題に対し、関係機関・施設との連携を強化
し、支援体制の充実が必要。

相談機関の増加等により、センターの直接支援は減少傾向となっているが、他
の政令市のセンターと比較すると、直接支援の件数が多く、周知・啓発などの
間接支援、地域支援機能の強化が課題である。

関係機関による対応困難な事例等に関する相談がなかったため、引き続き、関
係機関への周知に努めていく。

引き続き、外部への講師派遣や地域住民向けの講座等の開催により、発達障が
いへのさらなる理解促進を図っていく。

保護者講座の受講者数は増加傾向にあるが、計画値を大きく下回っていること
が課題である。

発達障がいで悩みを抱える保護者が安心して子育てできるよう、フォローアッ
プ研修を開催し、必要な知識やスキルの習得を図った。メンターの派遣件数は
縮小停滞しているため、活躍の場を増やすことが課題である。

年2回の「全体会」と3つのワーキンググループ「人材育成班」「ピア活動班」
「企画調査班」により取り組みを積み重ねている。令和7年度から開始した
「みんなの居場所づくり」ワークショップの今後の展開についての検討や、精
神障がい者の住まいに関する対策についての検討が今後の課題である。

当事者、家族を含めた地域の関係機関等16名の委員が様々な立場から意見を出
し合い、協議を深めることができた。ワーキンググループでは、全体会委員以
外の当事者や家族も活動した。

第2回の全体会において、ワーキンググループで取り組んでいる各事業の実施
状況について評価、協議を行い、引き続き取り組みを継続していくこととなっ
た。

地域移行支援のシステム構築と、それを担う事業所の確保が課題である。

地域定着支援のシステム構築と、それを担う事業所の確保が課題である。
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第7期新潟市障がい福祉計画・第3期新潟市障がい児福祉計画　サービス見込み量に対する実績について

第6期

5年度 6年度 7年度 8年度
7年度達成率
（実績(b)/計画

(a)）

達成状況に応じて
1～５の数字を入

力
達成状況 評価と課題

第7期

サービス種別 単位

資料３

計画(a) 有 有 有 有

実績(b) 有 有 有 100.0%

計画(a) 240 716 716 716

実績(b) 573 538 382 53.4%

計画(a) 20 62 62 62

実績(b) 46 48 44 71.0%

計画(a) 16 104 104 104

実績(b) 101 100 94 90.4%

計画(a) 70 70 70

実績(b) 55 41 58.6%

計画(a) 13 14 15

実績(b) 12 12 85.7%

計画(a) 54 54 54

実績(b) 36 27 50.0%

計画(a) 510 510 510

実績(b) 358 391 76.7%

計画(a) 6 6 6

実績(b) 6 6 100.0%

計画(a) 42 42 42

実績(b) 42 46 109.5%

計画(a) 15 35 35 35

実績(b) 30 40 51 145.7%

計画(a) 有 有 有 有

実績(b) 有 有 有 100.0%

計画(a) 有 有 有 無

実績(b) 有 有 有 100.0%

計画(a) 4 4 4 4

実績(b) 4 4 4 100.0%

計画(a) 有 有 有 有

実績(b) 有 有 有 100.0%

計画(a) 有 有 有 有

実績(b) 有 有 有 100.0%

相
談
支
援
体
制
の
充
実
・
強
化
の
た
め
の
取
組

基幹相談支援センターの設置
設置の
有無

5
達成できた(100％以上) 平成27年4月から、基幹相談支援センターにて実施している。

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

に
よ
る
地
域

の
相
談
支
援
体
制
の
強
化

地域の相談支援事業者等に対する訪問等による専門的な指
導・助言

件
(年)

2
計画した見込み量に対して、
達成できなかった(60％未満)

相談支援事業者等の質の確保や地域での連携確保が図られており、専門的な指
導・助言を求める事業者等は減少傾向にある。

地域の相談支援事業者の人材育成の支援
件
(年)

3
計画した見込み量に対して、
やや達成できなかった(60％
以上～80％未満)

各基幹相談支援センターにて、OJT研修を行うことで、地域の人材育成が図ら
れている。

地域の相談機関との連携強化の取組
回
(年)

4
計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

個別事例の支援内容の検証の実施
回
(年)

2
計画した見込み量に対して、
達成できなかった(60％未満)

主任相談支援専門員の配置
人
(年)

4
計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

協
議
会
に
お
け
る
個
別
事
例
の

検
討
を
通
じ
た
地
域
の
サ
ー

ビ

ス
基
盤
の
開
発
・
改
善

協議会における相談支援事業所の参画による
事例検討の実施回数及び参加事業者・機関数

回
（年）

3

計画した見込み量に対して、
やや達成できなかった(60％
以上～80％未満)

団体
（年）

協議会の専門部会の設置数及び実施回数

部会
（年）

5

達成できた(100％以上)

回
（年）

障

が

い

福

祉

サ
ー

ビ

ス

の

質

を

向

上

さ

せ

る

た

め

の

取

組

障がい福祉サービス等に係る研修その他研修への市
町村職員の参加

人
(年)

5

達成できた(100％以上)

地
域
生
活
支
援
事
業

理解促進研修・啓発事業 実施の
有無

5
達成できた(100％以上)

自発的活動支援事業 実施の
有無

5

達成できた(100％以上)

相
談
支
援
事
業

障がい者相談支援事業

箇所

5

達成できた(100％以上)

基幹相談支援セ
ンター設置の有

無

基幹相談支援センター等機能強化事業
実施の
有無

5
達成できた(100％以上)

学校における福祉教育や条例研修会のほか、障がい者アートの活用や周知啓発
動画配信により理解促進・周知啓発を図っている。

精神障がい者の社会復帰及び自立と社会生活の促進を目的に、精神障がい者地
域生活支援施設（いこいの家きゃんばす）の運営費補助を行った。運営団体
が、利用者の減少及びボランティアスタッフの高齢化により、令和7年6月末で
事業終了することとなった。

基幹相談支援センターが本事業の役割を担っている。

分野の垣根を超えて地域の会議等へ参加し、連携強化に取り組んでいる。

ケース会議の他、モニタリング結果検証を通じて、支援内容の検証に取り組ん
でいる。

現状では目標値近く配置しているが、今後は、所属法人内での人事異動等に伴
う相談支援専門員の入れ替わりによる主任相談支援専門員の確保が課題であ
る。

ケース会議等による事例検討を実施した。

計画通り専門部会を設置・開催した。

障がい者虐待対応や接遇などの研修を実施するなど、障がい者支援の基礎につ
いて理解を深めた。

平成27年4月から、基幹相談支援センターにて実施している。
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第7期新潟市障がい福祉計画・第3期新潟市障がい児福祉計画　サービス見込み量に対する実績について

第6期

5年度 6年度 7年度 8年度
7年度達成率
（実績(b)/計画

(a)）

達成状況に応じて
1～５の数字を入

力
達成状況 評価と課題

第7期

サービス種別 単位

資料３

計画(a) 156 200 218 236

実績(b) 188 223 246 112.8%

計画(a) 有 有 有 有

実績(b) 有 有 有 100.0%

計画(a) 1,846 2,300 2,350 2,400

実績(b) 1,671 1,809 1,964 83.6%

計画(a) 11 11 11 11

実績(b) 10 9 8 72.7%

計画(a) 59 58 58 58

実績(b) 64 35 76 131.0%

計画(a) 162 133 133 133

実績(b) 126 130 174 130.8%

計画(a) 194 193 193 193

実績(b) 140 116 302 156.5%

計画(a) 357 233 233 233

実績(b) 204 170 258 110.7%

計画(a) 14,109 14,397 14,397 14,397

実績(b) 15,088 15,161 15,534 107.9%

計画(a) 21 18 18 18

実績(b) 21 20 36 200.0%

計画(a) 115 115 117 132

実績(b) 111 131 162 138.5%

計画(a) 1,306 1,169 1,191 1,191

実績(b) 1,155 1,216 1,191 100.0%

計画(a) 119,870 106,539 116,553 116,553

実績(b) 96,979 97,360 95,135 81.6%

地
域
生
活
支
援
事
業

成年後見制度利用支援事業
人分
(年)

5
達成できた(100％以上)

成年後見制度法人後見支援事業
実施の
有無

5
達成できた(100％以上)

意
思
疎
通

支
援
事
業

手話通訳者・要約筆記者派遣事業
派遣延人数
(年)

4
計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

計画値の達成に至ってはいないが、意思疎通を必要としている障がい者に適切
に支援を行っている。

手話通訳者設置事業 人分
(年)

3
計画した見込み量に対して、
やや達成できなかった(60％
以上～80％未満)

一部の区において、退職が理由で欠員となっている。任用には資格も必要であ
り、担い手の確保が課題となっている。

日
常
生
活
用
具
給
付
等
事
業

介護・訓練支援用具 件
(年)

5
達成できた(100％以上) 一定の水準以上のサービス提供が実施できている。

自立生活支援用具 件
(年)

5
達成できた(100％以上) 一定の水準以上のサービス提供が実施できている。

在宅療養等支援用具 件
(年)

5
達成できた(100％以上) 一定の水準以上のサービス提供が実施できている。

情報・意思疎通支援用具 件
(年)

5
達成できた(100％以上) 一定の水準以上のサービス提供が実施できている。

排泄管理支援用具 件
(年)

5
達成できた(100％以上) 一定の水準以上のサービス提供が実施できている。

居宅生活動作補助用具
（住宅改修費）

件
(年)

5
達成できた(100％以上) 一定の水準以上のサービス提供が実施できている。

手話奉仕員養成研修 登録者数 5
達成できた(100％以上)

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

移動支援事業

人分
(年)

登録事業所におけるヘルパー人材の不足などにより、利用者のニーズに応じた
サービス提供ができていない状況がある。今後は、ヘルパー人材の確保が課題
となる。

受講者数を一定数確保することができた。奉仕員の資格取得後、手話通訳者養
成講座への受講促進が課題である。

延時間
(年）

年々利用者が増加しており、予算確保が課題となっている。

令和6年度をもって法人後見支援事業を廃止した。
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第7期新潟市障がい福祉計画・第3期新潟市障がい児福祉計画　サービス見込み量に対する実績について

第6期

5年度 6年度 7年度 8年度
7年度達成率
（実績(b)/計画

(a)）

達成状況に応じて
1～５の数字を入

力
達成状況 評価と課題

第7期

サービス種別 単位

資料３

計画(a) 2 2 2 2

実績(b) 2 2 2 100.0%

計画(a) 188 171 171 171

実績(b) 144 135 166 97.1%

計画(a) 1 1 1 1

実績(b) 1 1 1 100.0%

計画(a) 29 28 28 28

実績(b) 31 5 5 17.9%

計画(a) 2 2 2 2

実績(b) 2 2 2 100.0%

計画(a) 142 122 122 122

実績(b) 101 105 115 94.3%

計画(a) 1 1 1

実績(b) 0 0 0.0%

計画(a) 1 1 1

実績(b) 0 0 0.0%

計画(a) 25 25 25 25

実績(b) 25 24 23 92.0%

計画(a) 909 868 868 868

実績(b) 802 850 744 85.7%

計画(a) 1 1 1 1

実績(b) 1 2 1 100.0%

計画(a) 4 3 3 3

実績(b) 3 3 1 33.3%

計画(a) 1 1 1 1

実績(b) 1 1 1 100.0%

計画(a) 1,300 1,000 1,000 1,000

実績(b) 876 886 826 82.6%

計画(a) 4 4 4 4

実績(b) 4 4 4 100.0%

地
域
生
活
支
援
事
業

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

Ⅰ
型

自市分

箇所

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

Ⅱ
型

自市分

箇所

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

人分
(年)

Ⅰ型事業所は、中央区2件からR6年度に中央区1件・西蒲区1件の合計2件とな
り、西蒲区の新規事業所が地域へ浸透したことで、これまで利用に結び付いて
いなかった利用者の登録へとつながり、計画の達成が見えている。

4

他市町村分

箇所

人分
(年)

2

計画した見込み量に対して、
達成できなかった(60％未満)

人分
(年)

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

他市町村分

箇所

2

計画した見込み量に対して、
達成できなかった(60％未満)

人分
(年)

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

Ⅲ
型

自市分

箇所

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

人分
(年)

他市町村分

箇所

人分
(年)

2

計画した見込み量に対して、
達成できなかった(60％未満)

発達障がい者支援センター

箇所

4

計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

人分
(年)

障がい児等療育支援事業 箇所 5
達成できた(100％以上)

利用者のニーズに応じるため、引き続き他市町村と連携を図っていく。（燕市
と市外在住者の利用者に関する協定書を締結済）

Ⅱ型事業所は、利用者のニーズに対応できていることから計画はほぼ達成して
いる。

令和8年3月時点で利用者実績なし。

事業所の減少（廃止2件）があり、登録者数も同様に減少している。
Ⅲ型事業所については、1日の利用者数が少ない事業所も見受けられ、事業所
数の適正化や利用者ニーズに対応できる事業所を増やす取り組みが課題。

市内施設の利用が困難な方については、市外施設を利用できるよう周辺市町村
との連携を図っていく。
（五泉市、新発田市、三条市と市外在住者の利用者に関する協定書を締結済）

相談機関の増加等により、センターの直接支援は減少傾向となっているが、他
の政令市のセンターと比較すると、直接支援の件数が多く、周知・啓発などの
間接支援、地域支援機能の強化が課題である。

基幹相談支援センターに配属している障がい児支援コーディネーターが相談支
援にあたっている。
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第7期新潟市障がい福祉計画・第3期新潟市障がい児福祉計画　サービス見込み量に対する実績について

第6期

5年度 6年度 7年度 8年度
7年度達成率
（実績(b)/計画

(a)）

達成状況に応じて
1～５の数字を入

力
達成状況 評価と課題

第7期

サービス種別 単位

資料３

計画(a) 61 61 63 65

実績(b) 68 65 67 106.3%

計画(a) 33 35 37 39

実績(b) 33 29 30 81.1%

計画(a) 71 67 70 73

実績(b) 57 61 64 91.4%

計画(a) 1,183 1,034 1,088 1,142

実績(b) 937 944 912 83.8%

計画(a) 2 2 2 2

実績(b) 2 2 2 100.0%

計画(a) 18 18 18 18

実績(b) 5 4 9 50.0%

計画(a) 2 2 2 2

実績(b) 2 0 2 100.0%

計画(a) 39,379 37,248 39,222 41,301

実績(b) 39,101 42,160 41,435 105.6%

計画(a) 43 39 38 37

実績(b) 40 39 39 102.6%

計画(a) 1 1 1 1

実績(b) 1 1 1 100.0%

地
域
生
活
支
援
事
業

専

門

性

の

高

い

意

思

疎

通

支

援

を

行

う

者

の

養

成

研

修

・

派

遣

事

業

手話通訳者養成研修事業 登録者数 5
達成できた(100％以上)

要約筆記者養成研修事業 登録者数 4
計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業 登録者数 4
計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業
派遣延人数
(年）

4
計画した見込み量に対して、
ほぼ達成できた(80％以上～
100％未満)

精

神

障

が

い

者

地

域

生

活

支

援

広

域

調

整

等

事

業

地域生活支援広域調整会議等事業
回
(年)

5

達成できた(100％以上)

地域移行・地域生活支援事業
ピアサポート
従事者数

2

計画した見込み量に対して、
達成できなかった(60％未満)

発達障がい者支援地域協議会
回
(年)

5

達成できた(100％以上)

そ
の
他
の
支
援
事
業

日中一時支援事業 日分
(年）

5

達成できた(100％以上)

訪問入浴サービス事業 人分
(年)

5

達成できた(100％以上)

障がい者ＩＣＴサポートセンター運営事業 箇所 5

達成できた(100％以上)

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築推進のための協議の場で
ある「新潟市精神障がいの地域生活を考える会」の全体会を計画通り開催し
た。引き続き関係機関等と連携し、支援体制の構築に向けて協議していく。

「新潟市精神障がい者の地域生活を考える会」の全体会委員（1名）、ワーキ
ンググループのメンバー・交流会でのリカバリーストーリー発表（3名）、入
院者訪問支援事業の訪問支援員（5名）で当事者が従事した。新事業の開始に
より、ピアの従事者数は増加したが、引き続き新たに活動可能な当事者へ声掛
けをしていく。

計画どおりに関係機関連絡会議（第1回R7.9.1、第2回R7.11.26）を開催するこ
とができ、過年度からの課題整理及び令和8年度以降の目標設定・運営体制整
理を行った。多様化・複雑化する課題に対し、関係機関・施設との連携を強化
し、支援体制の充実が必要。

日中活動系事業所が開所していない時間帯などサービスの隙間を埋める役割も
あり利用ニーズが高い。

通所施設での入浴機会の確保や介護保険への移行に伴い、利用者数は減少傾向
にある。また、事業所も減少している。

教育・医療・福祉機関と連携することで、潜在的なニーズを掘り起こす必要が
ある。

通訳者のさらなる確保に向けて、継続した事業実施が必要。

要約筆記者のさらなる確保に向けて、継続した事業実施が必要。

盲ろう者向け通訳・介助員のさらなる確保に向けて、継続した事業実施が必
要。

意思疎通を必要としている障がい者に適切に支援を行っている。
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